
 

電話通信サービス提供に関する単価契約書（案） 

 

１ 件名    熊本市上下水道局庁舎電話通信サービス調達（長期継続契約）  

 

２ 履行場所  熊本市中央区水前寺６丁目２番４５号 熊本市上下水道局 

 

３ 履行期間  自 令和２年(２０２０年)７月１日 

至 令和７年(２０２５年)６月３０日 

 

４ 契約単価（消費税及び地方消費税の額を含まず。） 

 

（1）初期費用 

区分 数量 単位 単価（円） 

接続工事費等 １ 式 ￥○○○，○○○-  

 

（2）基本使用料（月額） 

区分 数量 単位 単価（円） 

一般電話 

基本料 １ 回線 ￥○○，○○○- 

追加チャネル １ ｃｈ ￥○○，○○○- 

追加番号(ダイヤルイン) １ 番号 ￥○○，○○○- 

発信者番号表示サービス １ ｃｈ ￥○○，○○○- 

発信者番号通知サービス １ 番号 ￥○○，○○○- 

 

（3）通話料 

区分（通話先） 数量 単位 単価（円） 

市内 ３ 分 ￥○○○- 

県内市内 ３ 分 ￥○○○- 

県外 ３ 分 ￥○○○- 

携帯電話 １ 分 ￥○○○- 

 

※これらにかかる消費税及び地方消費税について、税法の改正により税率が変動し

た場合には、その施行日以降に利用したものについては変動後の税率により計算

する。 

 

収入 

印紙 
印 



 

 

５ 契約保証金           円 （又は免除） 

 

上記の電話通信サービスの提供について、利用者 熊本市と提供者         

とは、各々の対等な立場における合意に基づいて、次の条項により契約を締結し、

信義に従って誠実にこれを履行するものとする。  

この契約成立の証として本書２通を作成し、利用者及び提供者が記名押印のうえ、

各自その１通を保有する。 

 

 

令和２年  月  日 

 

 

      利用者  熊本市中央区水前寺６丁目２番４５号 

           熊本市 

           代表者 熊本市上下水道事業管理者 ○○ ○○○  ㊞ 

 

      提供者  住所   

商号又は名称 

代表者名             ㊞ 

 



（総則）  

第１条  この契約にて提供者が利用者に提供するサービスは、電気通信事業法（昭和５

９年法律第８６号）第２条第３号に規定する電気通信役務のうち、電話通信サービス

とする。  

２ 利用者及び提供者は、この契約書並びに別紙調達仕様書（以下「設計図書」とい

う。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容と

する電話通信サービス調達契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。  

３ 提供者は、契約書及び設計図書記載の電話通信サービス（以下「通信サービス」

という。）を履行期間（以下「履行期間」という。）に提供するものとし、利用者

は、準備に生じた初期費用を含め、通信料金を支払うものとする。  

４ この契約書に定める指示、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除

（以下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。  

５ この契約に係る訴訟の提起又は調停（第２４条の規定に基づき、利用者と提供者

との協議の上選定される調停人が行うものを除く。）の申立てについては、日本国

の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。  

 

（業務計画書）  

第２条  提供者は、設計図書に従い、すみやかに通信サービスの提供開始までに要す

る必要手順をまとめた作業実施計画書を利用者に提出し、その承諾を受けなければ

ならない。  

 

（契約の保証）  

第３条  提供者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付

さなければならない。ただし、第４号の場合においては、履行保証保険契約の締結

後、直ちにその保険証券を利用者に寄託しなければならない。  

(1) 契約保証金の納付  

(2) 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供  

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、利用者

が確実と認める金融機関の保証  

(4) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結  

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保

証の額」という。）は、契約金額（初期費用の契約金額並びに基本価格及び通話料

の区分ごとの契約金額（以下、契約単価という。）に予定数量を乗じて得た額の合計

額）を１年間当たりの額に換算した額の１０分の１以上としなければならない。  

３ 第１項の規定により、提供者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したとき

は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４

号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。  

４ 契約単価の変更があった場合には、保証の額が変更後の契約単価に１年間に相当

する予定数量（設計図書に記載した数量）を乗じて得た額の１０分の１に達するま

で、利用者は保証の額の増額を請求することができ、提供者は、保証の額の減額を

請求することができる。  

 



（権利義務の譲渡等の禁止）  

第４条  提供者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承

させてはならない｡ただし、あらかじめ、利用者の承諾を得た揚合は、この限りでは

ない｡  

 

（一括再委託等の禁止） 

第５条  提供者は、通信サービスの履行の全部を一括して、又は設計図書において指

定した主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。  

２ 提供者は、前項の主たる部分のほか、利用者が設計図書において指定した部分を

第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。  

３ 提供者は通信サービスの履行の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとす

るときは、あらかじめ、利用者の承諾を得ねばならない。ただし、利用者が設計図

書において指定した軽微な部分を委任し、又は 請け負わせようとするときは、この

限りではない。  

４ 利用者は、前項の場合において当該再利用者又は再委任者について、通信サービ

スの履行に著しく不適当と認められるものがあるときは、提供者に対して書面によ

りその理由を明示してその変更を求めることができる。  

 

（使用人に関する提供者の責任）  

第６条  提供者は、通信サービスの履行の実施につき用いた使用人による業務上の行

為については、一切の責任を負う。  

２ 提供者は、使用人については、利用者の請求があるときは、その氏名を利用者に

通知しなければならない。  

 

（作業の報告等）  

第７条  提供者は、通信サービス提供までに提供者において実施する作業の実施状況

について、利用者に対して作業報告書を提出しなければならない。  

２ 利用者は、前項の規定によるほか、必要と認めるときは、提供者に対して作業の実

施状況及びその結果について報告を求めることができる。  

 

（関連作業等を行う場合）  

第８条  利用者及び提供者は、相手方の業務履行に支障を及ぼすおそれがある作業等

を行うときは、あらかじめ相手方に通知し、利用者と提供者は協力して建築物の保

全にあたるものとする。  

 

（通信サービス内容の変更方法）  

第９条  利用者は、特別の理由により通信サービスの内容を変更する必要があるとき

は、通信サービスの内容の変更を提供者に通知して、通信サービスの内容を変更す

ることができる｡この場合においては、利用者は、必要があると認められるときは、

契約単価を変更し、又は提供者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけれ

ばならない。  

２ 提供者は、その責めに帰すことができない事由により履行期間中に通信サービス

の全部又は一部を提供することができないときは、その理由を明示した書面により



利用者に通信サービスの提供の全部又は中止を請求することができる。  

３ 履行期間の変更については、利用者と提供者とが協議して定める。ただし、協議

開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、利用者が定め、提供者

に通知する。 

 

（契約単価の額の変更）  

第１０条  利用者及び提供者は、日本国内における賃金水準又は物価水準の変動によ

り、契約単価の額が不適当になったと認めたときは、相手方に対して契約単価の額

の変更を請求することができる。  

２ 利用者及び提供者は、契約後の事情の変更等により、著しく変動を来し、契約単

価の額が著しく不適当になったと認めたときは、相手方に対して契約単価の額の変

更を請求することができる。  

３ 前２項の場合において、契約単価の変更額については、利用者と提供者とが協議

して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあって

は、利用者が定め、提供者に通知する。  

 

（臨機の措置）  

第１１条 通信サービスの提供に当たって事故が発生したとき又は発生するおそれの

あるときは、利用者と提供者とが協議して臨機の措置を講じなければならない。た

だし、緊急やむを得ない事情があるときは、提供者の判断によって臨機の措置を講

じなければならない。  

２ 前項の場合においては、提供者は、その講じた措置の内容を遅滞なく利用者に通

知しなければならない。  

３ 利用者は、事故防止その他業務上特に必要があると認めるときは、提供者に対し

て臨機の措置を講じることを請求することができる。  

４ 提供者が第１項又は前項の規定により臨機の措置を講じた場合において、当該措

置に要した費用のうち、通信料金の範囲内に含めることが相当でないと認められる

部分については、利用者がこれを負担する。  

 

（損失負担）  

第１２条 提供者は、通信サービスの提供において利用者に損害を与えたときは、直

ちに利用者に報告し、損害を賠償しなくてはならない。  

２ 提供者は、通信サービスの提供において第三者に損害を与えたときは、直ちに利

用者に報告し、提供者の負担において賠償するものとする。ただし、その損害の発

生が利用者の責めに帰すべき事由によるときにはその限度において利用者の負担と

する。  

３ 提供者は、提供者の責めに帰さない事由による損害については、第１項又は第２

項の規定による賠償の責めを負わない。  

 

（単価契約以外の通信料金等）  

第１３条 ＩＰ電話・ＰＨＳ電話への通話、国際電話等、その他契約単価以外の通信

料金及び料金の計算方法その他の提供条件については、提供者が電気通信役務に関

する料金その他の提供条件ついて定めた契約約款によるものとする。  



 

（通信料金の支払）  

第１４条 提供者は、月毎に通信料金の支払を利用者に請求するものとする。 

２ 通信料金の月額総額に１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。  

３ 利用者は、第１項の規定による請求書を受理したときは、その日から起算して３

０日以内に通信料金を提供者に支払わなければならない。  

 

（利用者の契約解除権）  

第１５条 利用者は、提供者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解

除することができる。  

(1) 正当な理由がなく、この契約上の通信サービスを提供せず、又は提供する見込み

がないと明らかに認められるとき。  

(2) 第５条又は第２０条の規定に違反したとき。  

(3) 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的

を達成することができないと認められるとき。  

(4) 第１８条に規定する事由によらないでこの契約の解除を申し出たとき。  

(5) 提供者が次のいずれかに該当するとき。  

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長その

他これに類する地位にある者及び経営に実質的に関与している者を、法人格を

有しない団体にあっては代表者及び経営に実質的に関与している者を、個人に

あってはその者及びその者の支配人をいう。以下この号、次条及び第２２条に

おいて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力

団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。  

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号に

おいて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。  

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する等の行為をしたと認

められるとき。  

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

る等直接的又は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認

められるとき。  

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。  

カ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 提供者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約

の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、利用者が提供者に

対して当該契約の解除を求め、提供者がこれに従わなかったとき。  

２  利用者は、前項の規定によりこの契約の解除をしたときは、既に提供された通信

サービス部分に相当する通信料金を支払わなければならない。  

３ 提供者は、第１項の規定によりこの契約を解除された場合においては、通信料金



の契約単価（以下「契約単価」という。）に１年間に相当する予定数量（設計図書

に記載した数量）を乗じて得た額の１０分の１に相当する額を違約金として、利用

者の指定する期限内に支払わなければならない。  

４ 前項の場合において、第３条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担

保の提供が行われているときは、利用者は、当該契約保証金又は担保をもって違約

金に充当することができる。  

 

（談合行為等に対する解除措置） 

第１６条 利用者は、前条に定めるもののほか、この契約に関して、次の各号のいず

れかに該当するときは、この契約を解除することができる。  

(1) 提供者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条の排除措置命令を受け、かつ、当

該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 提供者が、独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び第８条の３において準

用する場合を含む。）の規定により課徴金の納付を命じられ、かつ、当該課徴金納

付命令が確定したとき。   

(3) 提供者又はその役員等若しくはその使用人その他の従事者について、刑法（明治

４０年法律第４５号）第９６条の３若しくは第１９８条又は独占禁止法第89条第１

項、第９０条（第３号を除く。）若しくは第９５条第１項（第２号及び第３号を除

く。）の刑が確定したとき。  

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定によりこの契約を解除した場合

について準用する。  

 

（その他の解除権） 

第１７条 利用者は、通信サービスの提供期間中は、第１５条第１項及び前条第１項

に規定する場合のほか必要があるときは、この契約を解除することができる。  

２ 第１５条第２項の規定は、前項の規定によりこの契約を解除した場合に準用する。  

３ 利用者は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより提供者に損害を及

ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。  

 

（提供者の契約解除権）  

第１８条 提供者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除するこ

とができる。  

(1) 利用者が第２０条の規定に違反したとき。  

(2) 利用者がこの契約に違反し、それにより通信サービスの提供が不可能となった

とき。  

２ 第１５条第２項の規定は、前項の規定によりこの契約が解除された場合に準用す

る。  

３ 利用者は、第１項の規定によりこの契約を解除された場合において、これにより

提供者が損害を受けたときは、その損害を賠償しなければならない。  

 

（解除の効果） 

第１９条 この契約が解除された場合には、第１条第３項に規定する利用者及び提供



者の義務は消滅する。 

第１９条の２ この契約は、地方自治法（昭和２２年法第６７条）第２３４条の３及

び地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１７の規定による長

期継続契約であるため、本契約日の属する年度の翌年度以降において、委託者の歳

出予算の該当金額について減額又は削除があったとき、利用者はこの契約を変更又

は解除することができるものとする。 

２ 提供者は、前項に伴う解除により損失が生じたときは、利用者にその損害を請求

することができる。 

 

（秘密の保持）  

第２０条 利用者及び提供者は、この契約の履行に関して知り得た相手方の業務上の

秘密を外部に漏らし、又は盗用してはならない。また、この契約が終了し、又は解

除された後においても同様とする。なお、この契約の履行に当たる提供者の使用人

も同様の義務を負い、この違反について提供者はその責めを免れない。  

 

（履行遅滞の場合における損害金等）  

第２１条 提供者がこの契約に基づく損害金又は違約金を利用者の指定する期間内に

支払わないときは、利用者は、その支払わない額に利用者の指定する期間を経過し

た日から支払の日まで年２．６％の割合で計算した額の遅延利息の支払いを提供者

に請求することができる。 

２ 利用者の責めに帰すべき事由により、通話料金の支払いが遅れた場合において、

提供者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．６％の割合で計算した額の

遅延利息の支払いを利用者に請求することができる。 

 

（契約解除の通知）  

第２２条 利用者又は提供者は、この契約を解除するときは、書面により速やかにそ

の旨を相手方に通知しなければならない。  

 

（不正行為に伴う損害の賠償の予約）  

第２３条 提供者は、この契約に関して、第１６条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、通信料金の契約単価（以下「契約単価」という。）に１年間に相当する予

定数量（設計図書に記載した数量）を乗じて得た額の１０分の２に相当する金額を

賠償金として利用者の指定する期間内に利用者に支払わなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。  

(1) 第１６条第１項各号に掲げる場合において、命令又は刑罰の対象となる行為が不

公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に該当するとき。  

(2) 第１６条第１項第３号に掲げる場合において、提供者又はその役員等若しくはそ

の使用人その他の従事者について確定した刑が刑法第１９８条の刑であるとき（当

該確定した刑が同条の刑のほか、刑法第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項、

第９０条（第３号を除く。）若しくは第９５条第１項（第２号及び第３号を除く。）

の刑であるときを除く。）。  

(3) 前２号に掲げる場合のほか、利用者が特に必要があると認めるとき。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、利用者は、損害の額が同項に規定する請負代金額



の１０分の２に相当する金額を超えるときは、提供者に対して、当該超える金額を

併せて支払うことを請求することができる。  

３ 前２項の規定は、この契約による履行が完了した後においても適用があるものと

する。 

 

（紛争の解決）  

第２４条 この契約書の各条項において利用者と提供者とが協議して定めるものにつ

き協議が調わなかったときに利用者が定めたものに提供者が不服である場合その他

この契約に関して利用者と提供者との間に紛争を生じた場合には、利用者及び提供

者は、協議の上調停人１名を選任し、当該調停人のあっせん又は調停によりその解

決を図る。この場合において、紛争の処理に要する費用については、利用者と提供

者とが協議して特別の定めをしたものを除き、調停人の選任に係るものは利用者と

提供者が折半し、その他のものは利用者と提供者とがそれぞれが負担する。  

２ 第１項の規定にかかわらず、利用者又は提供者は、必要があると認めるときは、

同項に規定する紛争解決の手続前又は手続中であっても、同項の利用者と提供者と

の間の紛争について 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）に基づく訴えの提起

又は民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）に基づく調停の申立てを行うことが

できる。  

 

（補則）  

第２５条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて利用者と提供者と

が協議して定める。 


